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中国における自動車リサイクル産業の収益構造 : 
日本の経験との比較から



































of Life Vehicles: 以下、ELVと略す）を取り巻くビ
ジネスが中国内外で注目を集めている。自動車保
有台数の増加が始まったのは 2000 年頃であり、本













































































第 2 条で対象を自動車及び二輪車等とし、第 3 条
で国家経済貿易委員会（現・商務部）を管理監督
機構としている。








































































































































































































かし、解体総量に占める解体重量は 2013 年で自動車 316 万トンに対して二輪車 9.47 万トン ( シェア 3.0％）、2011 年で自動車











年には 100 台 / 千人を突破した。一方、ELV回収
台数は近年 1台 / 千人の水準に到達したところで
ある。2013 年の登録抹消台数は 572 万台であり（前
出の表 4参照）、人口あたりに換算するとおよそ 4.2





日本の自動車保有率は 2000 年代以降、600 台 /
千人とほぼ一定である。ELV発生台数も保有率と






















（注）右のグラフは、日本が ELV発生率、中国が ELV回収率を表す。前出の表 2に示す、各年の自動車保有率は② /①（中国）、⑨ /





























































































































































第 1に、ELV回収・解体企業数（表 4中の F行）





































第 5に、企業 1 社当たりまたは従業員 1人あた
りの ELV回収台数は増加傾向にある（表 4中の R
行、S行）。2013 年を例にとれば、1社当たり 1,436



















































































































































1事業所あたりの従業者は、2000 年までの 4～ 5
人から近年の 7 人近くへ増加傾向にあるものの、
基本的には小規模・零細である。
従業者 1 人あたりの販売額は、1966 年の 722 万
円から増加し、1991 年には 2,984 万円に達している。
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図 2　解体台数ベースでは中国トップクラス企業のELV解体現場（一例）
（出所）筆者撮影（2015 年 3 月）。
その後は横ばいで推移しているが、2007 年に 6,872
万円、2014 年には 7,518 万円へと急増している。主
に鉄スクラップ価格の高騰によるものと考えられ
る。鉄スクラップ価格は年単位でみると 2001 年の
7,142 円 / トンが最安値であったが、2008 年には




その後右肩上がりに上昇し、2002 年に 295 台でピ
ークとなった。ELV処理（または回収）台数がデ
ータとして得られないため単純比較は困難である











3,000 事業所（中国の回収拠点数でも 2013 年は
2,400 箇所）である。龍（2014a:295）によれば、中
国の ELV 回収台数トップ 50 の企業数は全体の
8.68％に過ぎないが、この 50 社だけで全国 ELV回
収台数の 51.1％を回収している。１事業所（中国で
は回収拠点）あたりの自動車保有台数を比較して
も、中国が 57,000 台（2013 年）であるのに対し、




図 3　日本の鉄スクラップ卸売業に関わる各種指標の経年変化（1966 ～ 2014）
（注）鉄スクラップ価格のみ 1966 年から各年、それ以外は商業統計調査実施年のみ表示。なお、前出の表 3に示す、各年の従業者
/事業所（左上）及び販売額 /従業者（右上）は⑬、鉄スクラップ価格（左下）は⑫、ELV台数 /従業者（右下）は n年の
⑩ -{n 年の⑨ -(n-1 年の⑨ )}/ ⑬（分子はすなわち「3.1」で引用した阿部（2014）の推計式）を表す。
（出所）筆者作成。
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発生台数）は、中国は 31.8 台 / 人（2013 年）、日本







































































～ 5,000 元 / トン、鉄スクラップは 2,000 ～ 3,500
元 / トンの価格帯を概ね右肩下がりに推移してい
る。
一方、日本では 1954 ～ 2014 年の 60 年間の長期
でデータが得られている。異形棒鋼の市況は、



























































































































中国：異形棒鋼 25 ㎜（元 /トン）
中国：鉄スクラップ（元 /トン）


































































































































中国：異形棒鋼 25 ㎜（万円 /トン）※為替換算済












































































































































































































































クル率の向上（目標設定 95％に対し、2013 年は 91％
を達成）や、処理台数の向上（日本の大手解体業者の





「100 億円程度を投じ、現在 1カ所の解体工場を今後 3


























































11　 商業統計は 1960 ～ 70 年代は隔年で実施されていた。
その後、3年に 1回（70 年代後半～ 90 年代後半）、5
年に 1回（90 年代後半～ 2000 年代前半）と徐々に間
隔があき、直近の 2014 年は（2007 年以来）8年ぶり
に実施されたものである。本研究の対象年度は 66、
68、70、72、74、76、79、82、85、88、91、94、97、
















員数 10 人以下が 73％、処理台数 100 台以下が 56％
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